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１　わが国の公的扶助制度の歩み

　わが国の公的扶助制度は，大宝律令（７０１年）の中にその萌芽をみることが

できます。また，徳川時代前期にも御救金，御救米といった窮民救済の制度

がありましたし，後期には，町会所による救済がありました。

　しかしながら，近代的公的扶助の姿は，明治期以降になってからみること

ができます。つまり，明治７年の「恤救規則」を経て，昭和４年に救護法が

制定されたことによって，わが国においても法制的に整備された救護制度が

確立したといえます。

　しかし，この法律は救護における国家責任の明確な規定を欠いており，ま

た，この制度においても失業による困窮は救護の対象とはしないというよう

に差別的，制限的であったため，当時の要保護者の救済に十分な対応ができ

なかったことから，その後，母子保護法，軍事扶助法，医療保護法などの制

定をみ，終戦を迎えるに至りました。

　昭和２０年８月，第２次大戦の終結によって戦災者，引揚者，失業者などが

急増し，旧来の制度では，これらの人々に対し適切な対応ができませんでし

た。そのため臨時応急の措置として，昭和２０年１２月１５日，宿泊，給食，医療，

衣料，寝具，その他の生活必需品の給与，食料品の補給などの保護を行うこ

とを内容とした「生活困窮者緊急生活援護要綱」が決定され，昭和２１年４月

から実施されました。
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　しかし，この措置は，あくまで臨時的，応急的な対策であったことから，

昭和２１年９月，旧生活保護法が制定され，同年１０月から施行されました。こ

れに伴って従来の救護法，母子保護法，軍事扶助法，医療保護法などは廃止

されました。

　この旧生活保護法において，はじめて要保護者に対する生活保護が国家責

任を原則とすることが明文化されました。
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　その後，社会保障制度のあり方に関して各方面で議論が行われ，また，現

実の社会情勢から，生活保護制度の拡充強化の必要性が生じたため，昭和２５

年５月，旧生活保護法が全文改正され，現在の生活保護法が制定施行されて

今日に至っています。

２　生活保護制度の目的

　わが国では，現在の憲法が制定されるまでは，国民の生存権の保障という

考え方はありませんでした。　

　しかし，日本国憲法は，国民に基本的人権のひとつとして生存権を保障し，

だれでも最低生活の保障を権利として主張することができます。すなわち，

日本国憲法第２５条に「国民は，健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を

有する」と規定されたことにより，国民に健康で文化的な最低限度の生活を

保障することは，国の義務とされたわけです。

　この憲法によって保障される生存権を実現するための制度のひとつとして

制定されたのが生活保護法です。このことは，生活保護法第１条に，「この法

律は，日本国憲法第２５条に規定する理念に基き，国が生活に困窮するすべて

の国民に対し，その困窮の程度に応じ，必要な保護を行い，その最低限度の
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＜一口メモ＞

公的扶助

　公的扶助とは，生活に困窮する者に対し，その者の資力と需要を調査

した上でその必要に応じて，公的な一般財源から支出される経済給付（現

金または現物給付）を意味することばとして用いられています。わが国

の公的扶助の中核をなすのが生活保護制度です。

　なお，諸外国の公的扶助制度としては，社会扶助，所得扶助などと呼

ばれるものがあります。



３　生活保護制度の基本原理

　生活保護法には生活保護制度を運用するに当たって，国民が等しく理解し，

遵守しなければならない原理が明記されています。

　すなわち，「国家責任による最低生活保障の原理（法第１条）」「保護請求権

無差別平等の原理（法第２条）」「健康で文化的な最低生活保障の原理（法第

３条）」「保護の補足性の原理（法第４条）」の４つの基本原理です。
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＜一口メモ＞

自立支援プログラム

　生活保護制度は，最低限度の生活を保障することと自立の助長を図る

ことを目的としていますが，近年の被保護世帯は，傷病・障害，精神疾

患等による社会的入院，ＤＶ，虐待，多重債務，元ホームレス，相談に

乗ってくれる人がいないため社会的なきずなが希薄であるなど多様な問

題を抱えていて，従来までの担当職員の個人的な努力や経験等に依存し

た取組だけでは，被保護者の自立に向けて十分な支援が行えない状況が

生じてきていました。

　このような状況を踏まえ，経済的給付を中心とする従来の生活保護制

度から，実施機関が組織的に被保護者の自立を支援する制度に転換する

ことを目的として，平成１７年度から自立支援プログラムの導入を推進し

てきました。

　自立支援プログラムとは，実施機関が管内の被保護世帯全体の状況を

把握した上で，被保護者の状況や自立阻害要因について類型化を図り，

それぞれの類型ごとに取り組むべき自立支援の具体的内容及び実施手順

等を定め，これに基づき個々の被保護者に必要な支援を組織的に実施す

るものです。

　実施機関は，就労による経済的自立のためのプログラムのみならず，

身体や精神の健康を回復・維持し，自分で自分の健康・生活管理を行う

など日常生活において自立した生活を送ること及び社会的なつながりを

回復・維持し，地域社会の一員として充実した生活を送ることを目指す

プログラムを幅広く用意し，被保護者の参加を求めるものとしています。



　このうち「国家責任による最低生活保障の原理」，「保護請求権無差別平等

の原理」，「健康で文化的な最低生活保障の原理」は，いわば国の守るべきこ

とがらを定めたものです。「保護の補足性の原理」は，保護を受ける側の，い

わゆる国民の側に要請されているものです。この４つの原理は，この制度の

基本的な仕組みを定めたもので極めて重要なものです。

�　国家責任による最低生活保障の原理

　この法律は，日本国憲法第２５条に規定する理念に基き，国が生活に困

窮するすべての国民に対し，その困窮の程度に応じ，必要な保護を行い，

その最低限度の生活を保障するとともに，その自立を助長することを目

的とする（法第１条）と規定しているとおり，この原理は，生活保護法と

いう法律の目的を規定した，最も根本的な原理であり，具体的には，生

活に困窮する国民の保護を，国がその直接の責任において実施すべきこ
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とを規定したものです。

　また，これは単に生活困窮者の最低限度の生活を保障するだけではな

く，積極的に保護を受ける者の将来における自立の助長を図ることを目

的としていることも規定しています。

�　保護請求権無差別平等の原理

　かつての救護法や旧生活保護法などでは，素行著しく不良な者あるい

は勤労を怠る者については，救護や保護は行わないと定めていました。

したがって，当時は，生活困窮に陥った原因の如何によって保護するか

しないかを定め，差別した取扱いをしていました。

　しかし，現在の生活保護法では，すべて国民は，この法律の定める要

件を満たす限り，この法律による保護を無差別平等に受けることができ
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世帯人員別世帯数の構成比の推移（単位：％）
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